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３ 交通事業（自動車運送、都市高速鉄道、船舶運航） 

 

(1) 事業数と職員数 

 

平成２０年度における交通事業の事業数は３事業であり、そのうち法適用事業は自動車運送事業

（仙台市営バス）と都市高速鉄道事業（仙台市営地下鉄）の２事業で、法非適用事業は船舶運航事業

（塩竈市営汽船）の１事業であり、前年度と同数になっている。 

職員数は１，０５６人（自動車運送事業６１６人、都市高速鉄道事業４２５人、船舶運航事業１５人）

で、前年度に比べ６７人（６．０％）減少している。 

 

 

(2) 施設の利用状況 

 

ア 自動車運送事業における利用状況 

 

自動車運送事業（仙台市営バス）の営業路線は５８２．２ｋｍで、前年度に比べ１２．０ｋｍ

（２．１％）増加しており、在籍車両は５０１両（一般乗合４９９両、貸切２両）で、前年度に比

べ６両（１．２％）増加している。また、年間走行キロ数は１４，４７５千ｋｍで、前年度に比べ

３８千ｋｍ（０．３％）増加している。 

年間輸送人員は３９，２０３千人で、前年度に比べ７０２千人（１．８％）増加しており、１日

平均輸送人員も１０７．４千人で、前年度に比べ２．２千人（２．１％）増加している。 

乗合バスの実働１日１車当たり走行キロ数は７９．２ｋｍで、前年度に比べ０．７ｋｍ（０．９％）

減少しており、実働１日１車当たりの輸送人員は２１３．８人で、前年度に比べ１．８人（０．８％）

減少している。 

 

第１表 自動車運送事業（バス）の利用状況の推移 

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100(%)

営 業 路 線 (㎞） 584.9 584.9 566.5 570.2 582.2 12.0 2.1

(511) (511) (494) (493) (499) (6) (1.2)

514 514 497 495 501 6 1.2

(40,200) (39,886) (39,575) (38,239) (38,939) (700) (1.8)

40,501 40,081 39,790 38,501 39,203 702 1.8

(110.1) (109.3) (108.4) (104.5) (106.7) (2.2) (2.1)

111.0 109.8 109.0 105.2 107.4 2.2 2.1

(15,464) (15,366) (15,416) (14,387) (14,426) (39) (0.3)

15,567 15,412 15,460 14,437 14,475 38 0.3

(215.5) (213.9) (219.4) (212.0) (213.8) (1.8) (0.8)

（人） 216.0 213.6 219.3 212.5 214.4 1.9 0.9

(82.9) (82.4) (85.5) (79.7) (79.2) (△0.5) (△0.6)

（㎞） 83.0 82.1 85.2 79.7 79.2 △0.5 △0.6

１ 日 平 均 輸 送 人 員 （千人）

年 間 走 行 キ ロ 数 （千㎞）

対前年度比較

在 籍 車 両 数 （両）

年 間 輸 送 人 員

実働１日１車当たり
輸 送 人 員

実働１日１車当たり
走 行 キ ロ 数

（千人）

年　　度

項　　目

 

 (注)（ ）内は、乗合バス分で内書である。 
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イ 都市高速鉄道事業における利用状況 

 

都市高速鉄道事業（仙台市営地下鉄）の営業路線は１４．８ｋｍ、在籍車両は８４両で前年度と

同数となっており、年間走行キロ数は１，７２９千ｋｍで、前年度に比べ４千ｋｍ（０．２％）減

少している。 

年間輸送人員は５６，７１８千人で、前年度に比べ９７１千人（１．７％）減少しており、１日

平均輸送人員も１５５．４千人で、前年度に比べ２．２千人（１．４％）減少している。 

実働１日１車当たり走行キロ数は２９９ｋｍで、前年度に比べ１ｋｍ（０.３％）増加しており、

実働１日１車当たり輸送人員は２，４４９人で、前年度に比べ３２人（１．３％）減少している。 

 

第２表 都市高速鉄道事業（地下鉄）の利用状況の推移 

年    度

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項    目 a ｂ ｃ ×100(%)

営 業 路 線 (㎞） 14.8 14.8 14.8 14.8 14.8 0.0 0.0

在 籍 車 両 数 （両） 84 84 84 84 84 0 0.0

年 間 輸 送 人 員 （千人） 58,440 58,944 58,609 57,689 56,718 △971 △1.7

１ 日 平 均 輸 送 人 員 （千人） 160.1 161.5 160.6 157.6 155.4 △2.2 △1.4

年 間 走 行 キ ロ 数 （千㎞） 1,730 1,729 1,727 1,733 1,729 △4 △0.2

実働１日１車当たり輸送人員 （人） 2,512 2,531 2,528 2,481 2,449 △32.0 △1.3

実働１日１車当たり走行キロ数 (㎞） 298 297 298 298 299 1 0.3

対前年度比較

 

 

ウ 船舶運航事業における利用状況 

 

船舶運航事業の営業航路は１１．６ｋｍ、在籍船舶数も３隻で、それぞれ前年度と同数になって

いる。 

年間運航キロ数は５４千ｋｍ、１日平均運航キロ数も１４８ｋｍで、それぞれ前年度と同数にな

っている。 

年間輸送人員は１８１千人で、前年度に比べ５千人（２．７％）減少しており、１日平均輸送人

員も４９６人で、前年度に比べ１２人（２．４％）減少している。 

 

第３表 船舶運航事業の利用状況の推移

年    度

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100(%)

営 業 航 路 (㎞） 29.8 29.8 29.8 11.6 11.6 0.0 0.0

在 籍 船 舶 数 （隻） 4 4 4 3 3 0 0.0

年 間 輸 送 人 員 （千人） 232 218 205 186 181 △5 △2.7

１ 日 平 均 輸 送 人 員 （人） 636 597 562 508 496 △12 △2.4

年 間 運 航 キ ロ 数 （千㎞） 79 80 69 54 54 0 0.0

１ 日 平 均 運 航 キ ロ 数 (㎞） 216 219 189 148 148 0 0.0

対前年度比較
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(3) 経営状況 

 

ア 自動車運送事業（バス） 

 

（ア）損益収支の状況 

 

自動車運送事業の経常収益は１０５億８百万円、経常費用は１０７億２９百万円となっており、

この結果、経常収支比率は９７．９％となり、前年度に比べ０．７ポイント上昇している。 

経常損益は２億２１百万円の経常損失が生じている。 

経常収支に特別損益を加減した純損益をみると、７７百万円の純損失が生じている。 

累積欠損金は４８億８９百万円で、前年度より７７百万円（１．６％）増加している。 

なお、車キロ当たりの収入と費用についてみると、収入は５２４円９１銭で、前年度に比べ２円

６９銭（０．５％）の減少、費用は７２９円４６銭で、前年度に比べ１７円４４銭（２．３％）の

減少となっており、費用が収入を２０４円５５銭上回っている。 

 

（イ）資本収支の状況 

 

自動車運送事業の資本的支出は９億６１百万円で、前年度に比べ３億９５百万円（２９．１％）

減少している。 

このうち、建設改良費は４億１４百万円で、前年度に比べ３８百万円（１０．１％）増加してお

り、企業債償還金は３億３２百万円で、前年度に比べ４６百万円（１２．２％）減少している。 

資本的支出の財源は、外部資金が企業債等の４億９８百万円であり、資本的収入が資本的支出に

不足する分の補てん財源が損益勘定留保資金等の１８百万円である。 

なお、資本的支出に占める建設改良費の割合は４３．１％で、前年度に比べ１５．４ポイント上

昇しており、建設改良のための企業債償還金の割合は３４．５％で、前年度に比べ６．７ポイント

上昇している。 
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第４表 自動車運送事業の損益収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年    度

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 11,901 11,382 11,308 10,536 10,652 116 1.1

B 11,900 11,349 11,307 10,535 10,508 △27 △0.3

C 8,691 8,565 8,470 7,617 7,598 △19 △0.2

う ち 料 金 収 入 8,436 8,319 8,234 7,354 7,336 △18 △0.2

0 33 1 1 144 143 14,300.0

D 11,591 10,920 11,154 10,835 10,729 △106 △1.0

E 11,582 10,908 11,142 10,835 10,729 △106 △1.0

11,487 10,829 11,078 10,783 10,559 △224 △2.1

う ち 職 員 給 与 費 8,084 7,217 7,177 6,880 6,243 △637 △9.3

68 51 33 20 17 △3 △15.0

9 12 12 0 0 0 ―

318 441 165 △300 △221 79 △26.3

318 441 165 0 0 0 ―

F 0 0 0 300 221 △79 △26.3

310 462 154 △299 △77 222 △74.2

310 462 154 0 0 0 ―

0 0 0 299 77 △222 △74.2

G 5,128 4,666 4,512 4,812 4,889 77 1.6

H 0 0 0 534 622 88 16.5

B/E 102.7 104.0 101.5 97.2 97.9 0.7 ―

A/D 102.7 104.2 101.4 97.2 99.3 2.1 ―

経 常 損 失 比 率 F/C 0.0 0.0 0.0 3.9 2.9 △1.0 ―

累 積 欠 損 金 比 率 G/C 59.0 54.5 53.3 63.2 64.3 1.1 ―

不 良 債 務 比 率 H/C 0.0 0.0 0.0 7.0 8.2 1.2 ―

I 1 1 1 1 1 0 0.0

J 0 0 0 1 1 0 0.0

K 1 1 1 1 1 0 0.0

L 0 0 0 1 1 0 0.0

経常損失を生じた事業数 J / I 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 ―

累積欠損金を有する事業数 K/ I 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 ―

不良債務を有する事業数 L/ I 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 ―

（円） 558.30 554.01 547.87 527.60 524.91 △2.69 △0.5

（円） 737.91 700.45 716.56 746.90 729.46 △17.44 △2.3

96.1 86.8 87.2 93.6 85.1 △8.5 ―

0.8 0.6 0.4 0.3 0.2 △0.1 ―

8.4 7.7 7.2 5.1 4.5 △0.6 ―

総事業数
（営業中）
に対する
割 　　合

車 キ ロ 当 た り 収 入

車 キ ロ 当 た り 費 用

経 常 損 益

純 損 失

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

純 利 益

特 別 利 益

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

項　目

対前年度比較

職 員 給 与 費

総 費 用

経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 損 失

純 損 益

総 収 益

経 常 収 益

営 業 収 益

累積欠損金を有する事業数

企 業 債 利 息

企 業 債 償 還 金

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

営業収益
に対する
割 　　合

総 事 業 数 （ 営 業 中 ）

経常損失を生じた事業数

料金収入
に 対 す る
割 合

不良債務を有する事業数

（注）不良債務＝流動負債－（流動資産－翌年度へ繰り越される支出の財源充当額） 
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第５表 自動車運送事業の資本収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年　　度

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

644 689 359 376 414 38 10.1

704 637 591 378 332 △46 △12.2

704 637 591 378 332 △46 △12.2

0 18 22 602 215 △387 △64.3

1,348 1,344 972 1,356 961 △395 △29.1

342 324 369 32 18 △14 △43.8

857 846 447 463 498 35 7.6

410 304 250 272 335 63 23.2

うち建設改良費のためのもの 410 304 250 272 335 63 23.2

193 172 91 87 84 △3 △3.4

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

135 182 61 61 44 △17 △27.9

117 186 44 43 35 △8 △18.6

0 0 0 0 0 0 ―

1,199 1,170 816 495 516 21 4.2

149 174 156 861 445 △416 △48.3

149 174 156 861 445 △416 △48.3

0 ―0

対前年度比較

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金
資
本
的
支
出

0 0

実 質 財 源 不 足 額

同
　
　
上
　
　
財
　
　
源

他 会 計 出 資 金

内 部 資 金

外 部 資 金

外
部
資
金
の
う
ち

企 業 債

繰 越 事 業 財 源 （ △ ）

他 会 計 負 担 金

財 源 不 足 額

うち建設改良費のためのもの

そ の 他

計

項　　目

0

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

国 ・ 県 補 助 金

計

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
ま た は 未 発 行 の 額

0

（注）１ 内部資金＝補てん財源合計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金 

２ 外部資金＝資本的支出額－（内部資金＋財源不足額） 

 

第６表 自動車運送事業の料金改定の状況 

区　　分 改定率

初乗り（円） 賃率（円銭） （％）

平　　　均　5.3 (170)　(180)

基準賃率  4.9 (190)

(170)　(180)

(190)

対　　キ　　ロ　　制

貸　　　　　切乗　　　　　　　　　　　　　　　合

実施日

130 32.20

実施日 改定率（％） 均一制（円）

前 々 回

前 回

現 行

H2. 3. 5

H4. 3. 1

H7. 3. 1

H9. 4.14

前 前 々 回

―

平　　　均　8.0

平　　　均　6.8

平　　　均　1.2

―

―

140

150

150

―

―

―

―

34.80

37.40

38.10

―

―

―

（注）（ ）は、暫定的に従来の１７０円を３区分にして残した際の数値である。 
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イ 都市高速鉄道事業（地下鉄） 

 

（ア）事業の概要 

 

都市高速鉄道事業は、交通渋滞などの車社会の課題を克服し、新しい総合交通体系の確立を目指

して、昭和５５年度から着工し、仙台市泉区七北田（八乙女駅）を起点とし、仙台市太白区大野田

（富沢駅）に至る南北線総延長１４．３５ｋｍ(営業キロ１３．５９ｋｍ)で、昭和６２年７月１５日

開業した。 

その後、昭和６３年度から八乙女・泉中央間の延伸事業を行い、平成４年７月供用を開始し、営

業キロは１４．８ｋｍとなっている。 

一方、仙台市太白区八木山（動物公園駅（仮称））を起点とし、仙台市若林区荒井（荒井駅（仮称））

に至る東西線（約１３.９ｋｍ）は、平成１８年度から着工し、平成２７年度の開業を目標に整備中

である。 

 

（イ）損益収支の状況 

 

都市高速鉄道事業の経常収益は１４１億３１百万円、経常費用は１２７億６３百万円となってお

り、この結果、経常収支比率は１１０．７％となり、前年度に比べ１３．４ポイント上昇している。 

経常損益は前年度に比べ１７億５６百万円（４５２．６％）増加し、１３億６８百万円の経常利

益が生じている。 

経常収支に特別損益を加減した純損益についても経常損益と同様に１３億６８百万円の純利益が

生じている。 

 

（ウ）資本収支の状況 

 

都市高速鉄道事業の資本的支出は４９５億９０百万円で、前年度に比べ１７１億９百万円

（５２．７％）増加している。 

このうち、建設改良費は１４２億５７百万円で、前年度に比べ２１億２９百万円（１７．６％）

増加しており、企業債償還金は３５３億１１百万円で、前年度と比べ１４９億５８百万円

（７３．５％）増加している。 

資本的支出の財源は、外部資金が企業債等の４５８億５０百万円であり、資本的収入が資本的支

出に不足する分の補てん財源が消費税及び地方消費税資本的収支調整額等の７３百万円である。 

なお、資本的支出に占める建設改良費の割合は２８．７％で、前年度に比べ８．６ポイント低下

しており、建設改良のための企業債償還金の割合は６５．１％で前年度に比べ８．９ポイント上昇

している。 
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第７表 都市高速鉄道事業の損益収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年    度

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 13,465 13,566 13,620 14,000 14,131 131 0.9

B 13,462 13,564 13,620 13,999 14,131 132 0.9

C 12,200 12,318 12,249 12,013 11,689 △324 △2.7

う ち 料 金 収 入 11,224 11,330 11,237 10,868 10,588 △280 △2.6

3 2 0 1 0 △1 皆減

D 16,891 15,045 14,970 14,386 12,763 △1,623 △11.3

E 16,764 15,041 14,926 14,386 12,763 △1,623 △11.3

10,898 9,556 9,832 9,601 9,401 △200 △2.1

う ち 職 員 給 与 費 2,736 2,762 2,930 2,834 2,679 △155 △5.5

5,866 5,472 5,081 4,772 3,346 △1,426 △29.9

127 4 44 0 0 0 ―

△3,302 △1,477 △1,306 △388 1,368 1,756 △452.6

0 0 0 0 1,368 1,368 皆増

F 3,302 1,477 1,306 388 0 △388 皆減

△3,426 △1,480 △1,350 △387 1,368 1,755 △453.5

0 0 0 0 1,368 1,368 皆増

3,426 1,480 1,350 387 0 △387 皆減

G 106,736 108,215 109,565 109,952 108,584 △1,368 △1.2

H 5,859 5,804 5,717 5,514 3,667 △1,847 △33.5

B/E 80.3 90.2 91.3 97.3 110.7 13.4 ―

A/D 79.7 90.2 91.0 97.3 110.7 13.4 ―

経 常 損 失 比 率 F/C 27.1 12.0 10.7 3.2 0.0 △3.2 ―

累 積 欠 損 金 比 率 G/C 874.9 878.5 894.5 915.3 928.9 13.6 ―

不 良 債 務 比 率 H/C 48.0 47.1 46.7 45.9 31.4 △14.5 ―

I 1 1 1 1 1 0 0.0

J 1 1 1 1 0 △1 皆減

K 1 1 1 1 1 0 0.0

L 1 1 1 1 1 0 0.0

経常損失を生じた事業数 J / I 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 △100.0 ―

累積欠損金を有する事業数 K/ I 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 ―

不良債務を有する事業数 L/ I 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 ―

経 常 収 支 比 率

項　目

総事業数
（営業中）
に対する
割 　　合

営業収益
に対する
割 　　合

総 事 業 数 （ 営 業 中 ）

経常損失を生じた事業数

累積欠損金を有する事業数

累 積 欠 損 金

対前年度比較

総 収 益

経 常 収 益

営 業 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

経 常 損 益

総 費 用

経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 損 失

不 良 債 務

不良債務を有する事業数

総 収 支 比 率

純 損 益

純 利 益

純 損 失

（注）不良債務＝流動負債－（流動資産－翌年度へ繰り越される支出の財源充当額） 
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第８表 都市高速鉄道事業の資本収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年　　度

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

3,595 5,489 9,840 12,128 14,257 2,129 17.6

7,792 10,175 10,911 20,353 35,311 14,958 73.5

6,869 9,316 9,662 18,268 32,293 14,025 76.8

0 0 0 0 23 23 皆増

11,387 15,664 20,751 32,481 49,590 17,109 52.7

105 99 2,705 239 73 △166 △69.5

8,041 13,162 18,046 28,916 45,850 16,934 58.6

5,840 9,365 12,088 21,790 37,161 15,371 70.5

うち建設改良費のためのもの 1,380 1,665 4,065 5,338 6,164 826 15.5

572 1,033 1,861 2,377 2,815 438 18.4

0 0 0 0 0 0 ―

542 702 181 354 612 258 72.9

296 950 1,946 2,437 2,880 443 18.2

93 831 1,579 1,855 2,344 489 26.4

0 88 0 0 0 0 ―

8,146 13,261 20,751 29,155 45,923 16,768 57.5

3,241 2,403 0 3,326 3,667 341 10.3

0 0 0

0 0

3,241 2,403 0 3,326 3,667 341 10.3

0 0 ―0

資
本
的
支
出

そ の 他

同
　
　
上
　
　
財
　
　
源

外
部
資
金
の
う
ち

対前年度比較

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

項　　目

うち建設改良費のためのもの

国 ・ 県 補 助 金

繰 越 事 業 財 源 （ △ ）

計

内 部 資 金

外 部 資 金

他 会 計 借 入 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

ま た は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

財 源 不 足 額

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

他 会 計 補 助 金

計

（注）１ 内部資金＝補てん財源合計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金 

２ 外部資金＝資本的支出額－（内部資金＋財源不足額） 

 

ウ 船舶運航事業（法非適用） 

 

船舶運航事業の収益的収支における総収益は２億５百万円で、前年度に比べ１４百万円（７．３％）

増加しており、総費用は１億８５百万円で、前年度に比べ７百万円（３．９％）増加している。そ

の結果、収支差引では２０百万円の黒字となり、前年度に比べ、黒字が７百万円（５３．８％）増

加している。 

資本的収支における収入は４百万円で、前年度に比べ４百万円増加（皆増）しており、支出は２３百

万円で、前年度に比べ１０百万円（７６．９％）増加している。その結果、収支差引では１９百万

円の赤字となり、前年度に比べ、赤字が６百万円（４６．２％）減少している。。 

資本的収支の内訳をみると、支出では地方債償還金が２３百万円で、前年度に比べ１０百万円

（７６．９％）増加している。 

収益的収支と資本的収支を合わせた収支再差引は１百万円の黒字となっており、これに前年度か

らの繰越財源等を調整した実質収支も１百万円の黒字となっている。 

なお、収益的収支比率は９８．６％で、前年度に比べ１．４ポイント低下している。 
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第９表 船舶運航事業の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

１６ １７ １８ １９ ２０ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 320 317 222 191 205 14 7.3

収 収 107 101 100 94 93 △1 △1.1

107 101 100 94 93 △1 △1.1

益 入 212 216 122 97 112 15 15.5

126 122 79 51 66 15 29.4

的 B 299 309 209 178 185 7 3.9

支 295 298 203 170 179 9 5.3

収 203 202 143 121 127 6 5.0

出 4 11 5 8 6 △2 △25.0

支 4 3 4 3 3 0 0.0

C 21 8 13 13 20 7 53.8

D 5 98 28 0 4 4 皆増

資 収 0 87 0 0 0 0 ―

5 9 28 0 4 4 皆増

本 0 0 0 0 0 0 ―

入 0 1 0 0 0 0 ―

的 0 0 0 0 0 0 ―

E 21 111 41 13 23 10 76.9

収 0 89 0 0 0 0 ―

e 21 21 41 13 23 10 76.9

支 0 0 0 0 0 0 ―

F △16 △13 △13 △13 △19 △6 46.2

G 5 △5 0 0 1 1 皆増

H 0 0 0 0 0 0 ―

I 0 5 0 0 0 0 ―

J 0 0 0 0 0 0 ―

K 5 0 0 0 1 1 皆増

L 0 0 0 0 0 0 ―

M 5 0 0 0 1 1 皆増

5 0 0 0 1 1 皆増

0 0 0 0 0 0 ―

24 22 22 15 15 0 0.0

100.0 96.1 88.8 100.0 98.6 △1.4 ―

職 員 数

そ の 他

う ち 職 員 給 与 費

収 支 差 引 (A-B)

収 益 的 収 支 比 率 A/(B+e)

前 年 度 繰 上 充 用 金

地 方 債

他 会 計 繰 入 金

国 ・ 県 補 助 金

工 事 負 担 金

地 方 債 償 還 金

そ の 他

営 業 外 費 用

総 費 用

う ち 支 払 利 息

項　　目

営 業 外 収 益

前 年 度 か ら の 繰 越 金

建 設 改 良 費

営 業 費 用

資 本 的 収 入

う ち 他会 計繰 入金

翌年度に繰越すべき財源

収 支 再 差 引 (C+F)

う
ち

黒 字

赤 字

年　　度 対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益

う ち 料 金 収 入

実 質 収 支 (K-L)

積 立 金

支
　
　
出

資 本 的 支 出

収 支 差 引 (D-E)

形 式 収 支 (G-H+I-J)




